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利活動法人アクティブ・エイジング・
ビジネスセンター理事。著書に「高齢
者によるむらづくり」（農政調査委員
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「ニューエイジング・日米の挑戦と課
題」（共著・九州大学出版会）、「高齢社
会の地域政策―山口県からの提言」
（ミネルヴァ書房）など。
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1958年生まれ。1979年、上勝町農業
協同組合に営農指導員として入社。86
年、つまもの事業「いろどり」を企画、
立ち上げる。99年第三セクター「株式
会社 いろどり」取締役、2005年代表
取締役副社長に就任。2007年にはニ
ューズウィーク日本版「世界を変える
社会企業家100人」に選ばれる。著書
に「そうだ、葉っぱを売ろう! 過疎の
町、どん底からの再生」（ソフトバンク
パブリッシング）がある。

座談会

高齢社会の
新しい働き方
労働市場への参加者数は、社会の活力を測る一つのバロメーターである。

2006年は総数6,552万人うち20歳から59歳までは5,585万人（85％）、60歳

以上は967万人（15％）である。

2030年には総数は6,088万人と500万人近く減少し、特に20歳から59歳層

は4,816万人となり、770万人減少することが予想される。

しかし高齢者の雇用確保措置などを講じて、働く意欲と能力を持つ高齢者

の労働市場への参加が実現した場合は、60歳以上が1,272万人で20％を占

めるようになり、超高齢社会を支えその活力を生み出すのは、まさに高齢

者自身であることがわかる。

● 労働人口の見通し
労働市場への参加が進んだ場合

出典: 厚生労働省職業安定局推計
「労働市場への参加が進むケース」
2007年
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社会は高齢者の力を

過小評価してはいないか

小川 ●人口の高齢化には幾つかの段階が

あり、単純に長生きが幸せだと考えている

時期には、「平均寿命」をできるだけ長く延

ばしていくことだけ目標にすればよかった。

しかし平均寿命が延びると、次には病気や

要介護状態になりたくないということから、

「健康寿命」が目標にされるようになり、「プ

リベンション＝予防」が世界的に強調され

るようになった。

しかし健康に長生きできるようになった

としたならば、ますます“生きている意味”

をいろいろ考えなくてはならなくなる。日

本的な表現でいうと「生きがい」、言い換え

れば「出番」や「役割」といったことになる

のだろうが、そこから「アクティブ・エイジ

ング」、「プロダクティブ・エイジング」とい

うような目標が語られるようになっている。

私の研究対象地は主に農村だったため、

元気に第一線で働いている高齢者にお会

いする機会が多く、むしろ都会の若者に「寝

たきり青年」という言葉を献上したいくら

いだと思っていたが、実は都会では高齢者

をサービスの受け手としてしか見ない傾

向があることに気づいた。大都市からの

視線では、「高齢社会の問題」=「要介護の

老人問題」と簡単に連想反応されてしまう

ことへの違和感を、今も強く感じている。

元気な農村の高齢者は活躍の場をいろ

いろと切り開いている。例えば、私は高齢

者の朝市や青空市などの活動を紹介した

「高齢者による村づくり」というレポートを

農政調査委員会から1982年に公表したこと

があるが、近代流通推進を邪魔する活動、

アナクロニズムだという批判を受けた。し

かし全国の高齢者が、朝市や青空市、道の

駅等の活動であげている収益が、今日では

農業県である山形県の農業生産額と匹敵

するぐらいの規模になっている事実をしっ

かり認識する必要がある。

我々は、高齢者の力を評価し損なってい

るのではないだろうか。もしそうだとしたら、

過小評価している我々のものの見方に問題

があるのではないかと思う。むしろ、高齢者

の力を最大限引き出せるような社会の仕組

みを考えてみる必要がある。そこで今回、

さまざまな立場から高齢者の力を引き出し

ておられる方々にお集まりいただいた。

まずは徳島県上勝町で“葉っぱ”ビジネ

ス*1を成功させた横石さんにお話を伺い

たい。

葉っぱビジネスで医療費削減
――（株）いろどり

横石 ●上勝町は人口約2,000人の、徳島県

で最も小さな町で、高齢化率も県内1位。

2人に1人が65歳以上で、通常なら廃村に

なってもおかしくない町だ。しかし、“葉っ

ぱ”ビジネスによって高齢者が元気になり、

地域が蘇った。

堀池喜一郎 Kiichiro Horiike

NPO法人 シニアSOHO普及サロン・三鷹顧問

1941年生まれ。日立製作所で、生産
管理、販売教育担当。定年前に退職し、
NPO活動に従事。シニアSOHO普及
サロン・三鷹顧問のほか、広域関東圏
コミュニティビジネス推進協議会幹
事、内閣官房地域活性化伝道師も務め
る。共著に「シニアよ、ITをもって地
域にもどろう」（NTT出版）がある。

石田光広 Mitsuhiro Ishida  

稲城市福祉部高齢福祉課長

1957年生まれ。博士（経営学）。1979
年稲城市入庁。稲城市介護保険担当
主査、厚生労働省老人保健福祉計画官、
稲城市介護保険担当課長を経て、現職。

【＊1】葉っぱビジネス
横石知二氏が副社長を務める（株）いろ
どりでは、日本料理の「つまもの」とし
て使用される木の葉や草花を商品化。
色や大きさ、品質を判別して仕分けし、
付加価値を高めた。平均年齢約70歳の
お年寄り約190名が取り組んでいる。

葉っぱの売上高推移
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私自身は徳島市からやってきたよそ者だっ

たので、上勝町に行って驚いたのは高齢者

には朝起きてもすることがない、だから朝か

ら酒を飲むような不健康な習慣が日常化し

ていることだった。これではダメだと思っ

た。小人閑居しての諺どおり、人はするこ

とがなくなると他人に干渉しはじめる。過

干渉な高齢者は嫌われる。そして家庭内で

のこの悪循環が地域にも派生する。この現

象をなんとかしなければならないと思った。

だから地域づくりとか、町づくりとかいっ

た視点から考えたことはなく、1人ひとりの

出番があったらええなあ、朝起きた時に夢

中になるようなものを作らなあかんなあ、と

いうのが発想の発端。そこから葉っぱのビ

ジネスを考え出した*2。高齢者にとっては、

身近な地域資源を利用するのが良いのでは

ないかと思ったが、当初の高齢者の反応は

厳しかった。

「足元にあるものを拾うのはゴミだ。ゴミを

集めて生活することほど屈辱的なことはない」

と言う。高齢者はある面では非常にプライド

が高い。だから、このビジネスを成功させる

ためには、おのおのが自分の仕事に誇りを持

てるようにすることが重要だと思った。

無線FAXを使って注文を流したり、当時の

日本では画期的といわれたコンピュータを

使ったり、POSシステムを導入するなど、町

独自の仕組みを次々と立ち上げて、70歳代、

80歳代が自分でコンピュータを操作して受

注するということへつなげていった。今振

り返ってなぜうまくいったかを考えるに、

地域活性化とか町おこしという発想ではな

く、お年寄りをすべて「個」としてとらえた

からだと思う。1人ひとりを事業主としてと

らえ、それぞれを示すバーコードを作り、あ

くまでも個人を対象にしたことが成功につ

ながったと思っている。

それによって一番変わったのは、実は高

齢者の脳だと思う。与えられること、結果

が分かっていることを機械的にこなすのと

違って、自分で物事を組み立てて考えるよ

うになって、脳の構造自体が日々活性化で

きるような仕組みになってきたと思う。

先ほど小川先生が言われた「寝たきり青

年」とまったく逆で、物事に対する想像力、

行動力、敏感性がすばらしい。人は年をとっ

てもこんなに変わるんか、と思うぐらい大き

な変化が生まれた。

そしてこれが医療費の削減につながった。

現在、徳島県内24市町村中で最低で、一番

多い市町村と比べると1人30万円違う。全

国平均と比べても20万低い。

1,000万人の医療費が20万円ずつ減った

ら、2兆円減る計算になる。ということは、

国をあげて高齢者に出番を与えれば、たと

え最初に100億投資しても、2兆円医療費を

削減できる可能性があるということだ。

上勝町の高齢者が脳梗塞で入院し、麻痺

した手の回復のため病院でリハビリを受け

ることになった。リハビリには医療費を払

わなければならない。しかし自宅に帰って

同じように手を使う葉っぱのよりわけを行

えば、収入になる。一刻も早く家に帰して

くれと言ったという笑い話のような実例が

あるが、まさに上勝町の高齢者は忙しく病

気になっている暇がない、というのが実感だ

と思う。

小川 ●高齢者にふさわしい働き方を賃金

労働者ではなく、事業主としてとらえた発

想がすばらしかったと思う。それにしても

医療費の削減につながったことは画期的

だ。都会では健康を維持するために、お金

をかけてフィットネスクラブに通ったりする

という発想になるが、事業主として働くこ

とで、収入が得られ、かつ健康になる夢の

ような物語を現実にしている点で、上勝町

での取り組みはアクティブ・エイジングのベ

スト・プラクティスである。

次に、都市部でNPOという仕組みで高齢

者の社会参加の新たな可能性を切り開か

れた堀池さんに話を伺いたい。

メール技術取得で大きく変身
――NPO法人「シニアSOHO普及サロン・三鷹」

堀池 ●私は長らく電機メーカーに勤めて

おり、地域のことはほとんど知らないし、特

talk
座談会

高齢者の「出番」を作りその力を最大限引き出す社会の仕組みが必要

【＊2】
上勝町に安定した新しい産業を探し続
けていた1981年、横石氏は、大阪の青
果市場の帰りに立ち寄った寿司屋で、
近くに座っていた女性が料理に添えら
れていた赤いもみじの葉っぱに喜び、
ハンカチに包んで持ちかえるのを目
撃。つまものをビジネスにする発想が
浮かんだという。



5

に関心もないという典型的なサラリーマン

だった。

58歳の時に住んでいる三鷹地域の大学同

窓会のホームページを作るにあたって、ほと

んどの人がメールもインターネットもできな

いので、講師をしてほしいという話が来た。

忙しかったし面倒だったので、とりあえず

「インターネットができるようになったら何

をしたいのか」というアンケートを取った。

つまらない解答ばかりだったらそれを理

由に断ろうと思っていたのだが、おもしろい

ことを考えている人がたくさんいて、驚くと

ともに意欲がわいた。こんなおもしろいこ

とを考えている人たちがインターネットがで

きないのはいかにも惜しい。それでお手伝

いしてみようという気持ちになった。

その教室の方向性が、その時期に三鷹市

が立ち上げていた「SOHO都市構想」*3とい

うモデル事業と合致した。

三鷹市は税収で事業税がタバコ税より

も少ないというような、典型的な住宅都市

だ。高齢者がどんどん退職して税収が減る

ことに市役所は非常な危機感を抱いてい

た。その対策として発足した「SOHO都市構

想」の対象として市役所が考えていたのが、

年金、技術、人脈を持っている高齢者だっ

たのだが、現実にはその高齢者を把握でき

ずにいた。固定資産や医療保険などの面

では把握できるが、さてその人はどういう会

社でどういう仕事をしていたのか、退職後

は何をしたいと思っているかといったこと

は、全く把握できず諦めかけていたところ

で、私たちの活動と出会った。

経験的に高齢者にとって必要なITは、ま

ずメールだと思っていた。メールができるよ

うになれば、人とコミュニケーションを取り

たいので、すぐ活用してみる、だから進歩が

早い。またインターネット検索ができるよ

うになると、すぐにその人の趣味、嗜好、し

たい仕事などが把握できる。

インターネットへのアクセス教育をシニア向

けに行うと大変喜ばれた。これを見ていた三

鷹市の企画担当から、高齢者対応のインター

ネット事業を通産省（当時）の委託事業にで

きるとの情報をもらい、応募を勧められた。

それで幸いにも500万円を受託できて「シニ

アSOHO三鷹」（略称・以下同）が発足した。

私は発足時に「ただならぬオジサンをし

よう」と呼びかけた。自分の過去のことを

若者に言うのはただのオジサンで、「ただな

らぬオジサン」は未知のこと、分からないこ

とに果敢にチャレンジし続ける。賛同者が

たくさん集まり、1999年の9月に70人ぐらい

でスタートした。

当初は通産省からの受託費500万円を使

い終わったら解散しようと思っていたが、全

員が継続したいと希望したため1年後にNPO

法人となり、今日まで約10年続いている。

継続するときに決めたのが、自分ができ

るサービス内容を事前に明示すること。活

動を無償では行わない、すべて有償にする

こと。それが一番やりがいを感じられると

いうことで、満場一致で決まった。

翌年、全国700万人高齢者対象のIT教育

の企画があり、私たちは三鷹市の割り当て

5,300人のうちの3,500人分を請け負い、テ

キストの開発と講師をして1,500万円程度

の収入を得た。まだ世の中には協働という

概念も浸透していなかった時代のことだ。

私が代表理事を務めた6年間で、年間売

上高は6,000万円程度に達した。後任になっ

てからもこの2年間では9,500万円と、どんどん

伸びている。売上高の大半は人件費収入で、

当初はIT関連の業務が多かったが、今では7

割程度がIT以外の仕事だ*4。全国からたく

さんのNPOや行政の方が見学やヒアリングに

来るが、こちらもすべて有償で対応している。

私は「シニアSOHO三鷹」の役割はプラッ

トホームだと考えている。会社出身者は地

域のことが分からず、地域との間に段差が

ある。その段差を乗り越えるためのプラッ

トホームの役割が「シニアSOHO三鷹」だ。

小川 ●都市部の高齢者のSOHO的働き方は、

有償で、NPOという組織に活路を見いだした

ようである。企業で働いた高齢者の蓄積し

てきたさまざまなノウハウを地域で実際に

生かすためには、地域のニーズとそれをつ

なぐ人や組織の存在が重要である。「地域

【＊3】SOHO都市構想
典型的な住宅都市である三鷹市は、早
くから、個人用固定資産を事業資産に
切り替える発想で'「SOHO都市構想」
を掲げ、税収の確保を計画していた。

【＊4】
シニアSOHOの会員数の推移

シニアSOHOの売上高の推移

シニアSOHOのIT率の推移
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デビューが難しい」という言葉があるように、

企業の中では一生懸命やってきた定年後の

人の多くが、地域で活躍するきっかけがつ

かめないなかで、「シニアSOHO三鷹」の取り

組みはまさにその嚆矢となったと思う。成

功のポイントはどこにあったのだろうか？

堀池 ●一つ目は、会社人間からの変身が

うまくいったこと*5。

二つ目は、メーリングリストの整備によっ

て、地域のいろんな情報を共有できたこと。

市役所にもメーリングリストがない時期に、

三鷹市で初めて100人を超えるメーリングリ

ストを立ち上げたことで、情報交換しなが

ら意思決定を素早く行うことができた。

三つ目は、先ほども述べたように有償で

サービスを提供する仕組みを作ったこと。

四つ目は、「サポーター、プレーヤー、プロ

デューサー」の3種類の人間のネットワーク

が上手くできたこと。例えばネットがつなが

らなくなったとき、その修復に行くのがプレー

ヤー、その仕事をいくらにしてどうPRするか

など事業として考えるのがプロデューサー、

それとは別にちょっと来て手伝うというのが

サポーター。自然発生的にそういう3種類の

組み合わせが生まれて、経験の中で人の役

割を決めながらおのずと運営していくネット

ワークが地域にできたこと。

それから五つ目は、行政との協働。六つ

目は、地域に信頼される仲間を作れたとい

うことだと思っている。

小川 ●四つ目にあげられたプロデューサー

は、企画力とマネージメント能力を併せ持

った役割を果たす人であり、この役割が非

常に大事なのだが、農村の失敗例で多いの

は都会のコンサルタントが、現場を知らず

に突然入って、儲け話をするケースだと思

う。やはり現場に即して真剣に考えられる

人がその役割を果たすのが一番うまくいく

のだろうが、プロデューサーとしてご苦労な

さってきた横石さんはどのようにお考えか。

横石 ●プロデューサーとして大事な資質

は、常識を否定できる能力、つまり皆が気

づかないことに気づくこと。例えば、高齢者

を介護サービスの受け手だけでなく、担い

手として見ることなどは重要な視点だ。次

に他者に伝える能力。考えを確実に伝え

理解してもらうには、コミュニケーション能

力がないと難しい。わかりやすいセリフや

表現力といったものも大事になってくる。

できれば明るく爽やかな風が吹くような

言葉を、さりげなく使えることが望ましい。

そして、最後は周りに理解者がいること。

小川 ●何かをやろうとすると、周りは野

党だらけになる。特に最強野党はだいた

い配偶者（笑）。でも与党がいろんなとこ

ろで「よくやってる」って話してくれると、

いつかは最強野党の耳にも入って活動がや

りやすくなってくる。

続いて、高齢者のボランティア活動を介

護保険料の軽減につなげられた石田さんに

お話を伺う。

地域ボランティアで介護保険料を軽減
――稲城市の「介護支援ボランティア制度」

石田 ●私自身はいわゆる福祉の専門家で

はなく、この領域に関って10年ちょっとに

なる。先輩からは福祉は人材と経験だと

言われて、いろいろなことを教わりながらも、

地域との関係では常に何か違和感を感じ

ていた。

介護保険はあくまで「保険制度」なのだ

から、皆で保険料を払ったうえで保険事故

に見舞われたごく一部の人に、必要十分な

お金を寄せて使うためにある。しかし、始

まってみると使わなきゃ損だという発想に

なってしまった。また要介護認定のレベル

もより重度でないと不満が出るなど、制度

本来の主旨とはずれてしまい、なんだかよく

分からなくなってきた。

特に3年ほど前から介護保険制度の利用

者が非常に増えてきて、制度の持続可能性

という観点から考えてみると、元気な人た

ちの割合が多くないと崩壊するのではな

いかという危機感も生まれた。

介護状態になることを避ける「介護予防」

という発想は生まれたが、元気であり続け

ることの重要さに対してはなかなか目が向

talk
座談会

お年寄りを「個」としてとらえたことが成功につながった

【＊5】
堀池氏は、成功の要因の一つ「会社人間
からの変身」について、①ワーキンググ
ループからビジネスを作ること（メー
リングリストから自発的にグループが
できてくる）、②PCアドバイザー認定
研修（カリキュラムを自分たちで作成
し、認定研修終了後でないと活動でき
ない）、③顔の見えるIT、発言、広報（メ
ールだけではなく、交流が多い。月に
約200回の会合）を上げている。
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かない。高齢者自身も実は内心「私は要介

護状態にならない」と思っているので、掛け

捨て保険には保険料を払いたくないとい

うのが本音だ。だとすると、元気な人が元

気であり続けるための仕掛けを、保険その

ものの中にビルトインしなければいけない

のではないか、と考えた。

それを実現するために知恵を絞っていた

ところ、地域活動をやっている人は元気だ

ということに気づいた。ということは、地

域活動を積極的に行なう人は介護状態に

なりにくい、だとしたら保険料に差をつけて

もいいのではないかと考えた。自動車保険

の保険料の発想と同じである。

そこで、地域活動をすることによって保険

料を軽減できるという仕組み「稲城市介護

支援ボランティア制度」*6を提案した。

介護保険の保険料を軽減することによっ

て、社会参加していくという人を増やして

いく。その社会参加は、他人のためだけで

はなく自分のためにもやってもらいたい。

自分の好きなことをやることが社会参加に

つながるということをねらった。

ところが、一自治体の都合で社会保障の

根幹たる保険料を軽減はできないと、国か

ら物言いがついたので、「特区」の提案を

した。そもそも地域で暮らし続けるため

には、住民もコストを負担するわけなので、

それをその地域の合意で決めるのは当然

だろうと思った。

もちろん住民からの批判もあった。一部

の人の保険料が軽減されるとなると、他の

方に保険料を転嫁することになるのではな

いかとか、ボランティア活動は無償であるべ

きだとか。でも、賛成と反対があるというこ

とは論点があるということ。稲城市はホー

ムページの中で論点と反対・賛成の両意見

を並べて提示し続けた。

地域で活動をしていくことが実は自分の

ためにもなり、もちろん地域のためにもなり、

それがひいては地域で暮らし続けるエネル

ギーになると考えている。そのような信念

を持って情報を発信し続け、議論を深めて

いったことが結果として、行政と市民の距

離を縮めることにつながったと思う。

当初はなかなか浸透しないと言われてい

たが、今は全国からの視察も非常に多いし、

先駆的な事例としてマスコミでも取上げら

れるようになって来た。

小川 ●稲城市での取り組みは、公租公課

の減免になるボランティア活動という、高齢

者にとって新しい労働の可能性を切り開い

たといえる。どのような仕組みで保険料が

軽減されるのか。

石田 ●地域でボランティア活動をすると、

「健康に心配なし手帳」（介護支援ボランティ

ア手帳）にスタンプが押される。そのスタン

プを集めてポイントにし、一定の時期に希

望によって換金し、その金額を介護保険料

の足しにしてもらうという仕組みである。

この取り組みが成功した背景には幾つ

かポイントがある。

まず従来黒子であったボランティアをこ

の制度では主役にしたこと。今まで自分

しか把握できなかったボランティアの活動

実績が手帳に残る。これは非常に嬉しい

という声が多い。

次に、自分自身の保険料に充てられるこ

と。換金の年間限度額は5,000円なので1

か月当たりでは400円にしかならない。400

円では1回分の往復バス代で消えてしまう。

5,000円を獲得するためには、月4、5回活動

をしなければならない。このため、決して

就労の対価にはならないが、それでもやりた

いという方が非常に多かった。

それからもう一つ、すでに行われていたボ

ランティア活動そのものを活用できたこと

が大きかった。介護支援ボランティアとい

う制度を作ったというよりも、既存のボラ

ンティアを正当に評価をして価値や意味付

けを少し変えることで、これだけの成果をあ

げることができたとも言える。

始めは35人ほどしか把握できなかった65

歳以上のボランティアが、制度発足時には

180人が名乗りをあげ、1年経った現在では

280人になっている。そういった潜在的な地

【＊6】稲城市介護ボランティア制度
高齢者の介護ボランティア活動実績を
評価したうえで評価ポイントを与え、
希望に応じ、「介護ボランティア評価ポ
イント転換交付金」を交付する。2007
年9月より始動。

活動は、無償ではなくすべて有償で行うことで、やりがいを感じられる



8

talk
座談会

域力を把握できたことが非常に大きい。地

域には実は隠れた力がある。それをうま

く引き出すためには見方を変えたり、コー

ディネートをしたり、反対・賛成の論点を

整理する役割を担う部門が必要である。

我々行政はそのコーディネーターの役に徹

していく。これが住民が主役であるという

ことと、社会的な介護にかかる費用を間接

的に抑制することを一致させるのにつなが

るのではないか、と考えている。

その結果分かったことは、結局稲城の中

で一番大事なのは介護保険制度をうまく運

営することじゃなくて、地域で住民が暮ら

し続ける、暮らし遂げるということ。元気

な人は元気なりに、介護が必要な人もそれ

なりに、稲城という土地で暮し続けられる

環境を作り上げることが一番大事なことだ

と、地域福祉の原点はそこにあることが再

確認できたと思う。

小川 ●以前私が訪問したアメリカのコロラド

スプリングスでは、ボランティアの活動がどれ

だけ税負担の軽減に効果があったかを、市が

発行しているカレンダーで確認できるような仕

組みになっていた。そういうやり方は、ボラン

ティアの評価としても非常に大切なことだ、

という印象を持った記憶がある。

ところが、日本ではボランティアについて

の記録がまずきちんと整理されていない。個

人に対しての評価もないし、地域としての

効果の評価もまとめられていない。ボラン

ティア、ボランティアと言いながら、それを

促進する方策を取っていないように思うの

で、稲城市の取り組みは新しい一つの切り

口だろう。ところで、登録された280人の

年齢構成はどうなっているか。

石田 ●最高齢が93歳、90代が4名いる。ま

た要支援者も4名いて、その人達がデイサー

ビスへ行けばサービスコストが発生するが、

逆にサービスの担い手になってくれている。

これは非常に大きな違いである。

介護支援ボランティアは、時間や空間を

超えられるのではないかと思う。今は稲城

という限られた場所での制度だが、このポ

イントが他の地域でも将来換金できるよう

な仕組みづくりができないか、新しい制度

展開への大きな可能性を秘めていると思う。

賃金労働者ではない働き方の可能性

小川 ●私は1960年代からの日本の高度経

済成長の中で、日本における人々の働き方

の観念が大きく変わってしまった、という

認識を持っている。自営で働くという仕

組みから、企業に雇用されて働くという、

いわゆるサラリーマン型の働き方が圧倒

的に主流になってしまったと考えている。

その結果、多くの人々が働くことイコー

ル賃金労働ととらえているが、農村に残っ

ている人達はもう少し柔軟で多様な働き

方をしている。都会でも新しい高齢者の

働き方が模索されていることが分かった。

本日は今までの発想とは違う高齢者の

働き方の全体性を提起していただいたよ

うに思うが、今後の展望についてお話しい

ただきたい。

横石 ●地方においては、高齢者の出番は

たくさんある。人生経験が豊富で、知識だ

けではなく知恵を持った高齢者だからこ

そ、それを生かせる場所が田舎では都会以

上に多くある。

特に現在の田舎では、役場や農協など

が地域のまとめ役としてあまり機能しなく

なり、地域コミュニティが崩れ始めている。

私が上勝町に来た時もまさにそのよう

な状態だったから、高齢者だけでなく住民

全体が依存体質になっていて、補助金や公

共事業だけが頼りのいらっしゃい型の社

会だった。若い人は日常の暮らしをどう

凌ぐかに必死で、大きな視点で町や地域を

考える余裕はない。だからこそ時間に余

裕があり、知恵を持った高齢者が突破口に

なれるはずだと思う。

高齢者は社会的な弱者で介護を必要と

する人たちという、負のイメージばかりが

強調されているが、現実にはほとんどの高

齢者が元気だ。数字的にも高齢者の8割以

上は元気なのだから、その人たちのパワー

地域で住民が暮らし遂げる環境を作り上げることが地域福祉の原点だ
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を使わせてもらわないといけないだろう。

上勝のいろどりのおばあちゃんたちは「忙

しいてデイサービス行く暇ないわ」と言っ

ているし、朝起きてやることがたくさんあ

るから、「さぁ頑張ろう」と元気に目覚め

られると言う。

しかし、上勝のこの取り組みには当然批

判的な声もあって、その代表が「年寄りを

働かせて可哀想……」というものだ。で

も私は自分の役割や存在の意義を感じら

れない日常は、充実した暮らしとは無縁な

のではないかと思っている。年寄りを敬

い大事にすることと、年寄りに何もさせな

い、役割を与えないということは、全く違

うことではないだろうか。

上勝のおばあちゃん達の活き活きした

笑顔を見てもらえば、答えはおのずと出て

いると思う。若くても歳を重ねても、自分

の人生の選択を自分で決められることが

重要で、そうした社会の実現に向けて我々

の取り組みが果たす役割はまだまだある

と思っている。

そのような視点から現在行っているの

は、高齢者の健康度を医学的に見て、数字

で分析しようという試みである。最初に

お話ししたように、感覚的・経験的にはこ

の仕事を始めてから、高齢者の脳の働きが

活性化して判断力や決断力が増したと思

うし、医療費のデータが証明するように健

康になったと思う。

では、それを数値的に証明できないかと

いうことで、徳島大学と協力して調査・研

究プロジェクトを立ち上げた。どうしたら

介護状態にならないかという「予防」の研究

はたくさん行われているが、健康な人がもっ

と健康で活き活きした暮らし方を追求する

ための研究はあまり行われていないと思う。

パソコンを駆使して日々新しい情報を得る

こと、その情報を基に自分で判断し決断し

て作業を遂行するという「いろどり」のよう

な仕事をすることが、確実に健康につなが

ることを医学的に立証して、それを数字と

して発表できれば高齢者を見る意識や社

会の価値観に、全く違った展開が必ず出て

くると確信している。そのため現在はまず

データの蓄積を行っているところである。

小川 ● 2013年の国際老年学会議は、「ディ

ジタル・エイジング」をテーマにしてソウ

ルで開催される予定である。その前に開

かれる2009年7月パリ大会でもアクティ

ブ・エイジングのセッションを開いて、私

は上勝町でICTを活用している高齢者の働

き方を紹介したいと思っている。

葉っぱビジネスや朝市などを通した高

齢者の元気の源を、データ的にどう裏付け

られるかは世界が注目する重要な課題だ

と思っている。

有償ボランティアの考え方

堀池 ●先ほどの石田さんのお話で、一種

の有償ボランティア活動が行政主導で実現

していることを知り、強い関心を持った。

私達は8年ほど前から「コミュニティスクー

ル」*7という事業をお手伝いしており、スタ

ディアドバイザーという名称のボランティアがあ

る小学校の全科目に入っている。年間でお

よそ3,000人・日ぐらいがその小学校に出入

りしており、他校にも広がりつつある。現在で

は、スタディアドバイザーがいなければ授業が

成り立たないほど重要な役割を担っている

のだが、今はまだ無償のボランティアである。

どうやってそれを有償化するかという議論の課

程で、二つの意見がずっと対立してきている。

一つは、私達は教育の専門家じゃなくあく

までお手伝いなのだから、無償であるべきと

いう考え方。もう一つは、手伝うという形で

専門性を発揮している専門家なのだから、当

然勉強もしなきゃいけないしその勉強代も

有償で出てきたほうがいいという考え方。

私自身は後者の立場に立っていて、それは

約10年前に高齢者にITを教える事業を始め

た時から一貫して変わらずにある。つまり、

自分達の教え方はレベルが低いかもしれな

いが、だからボランティアでいいんだ、という

ことではなく、私達はこういうレベルでやって

いるが、そのレベルで教える専門家であり、

そこがプロのIT教育業者とは違う持ち味な

んだと考えてきた。この議論は今後も続い

【＊7】コミュニティスクール
三鷹市の場合、教育委員会から公立の
小中学校を切り離し、地域運営学校と
いう公設民営の運営を行っている。こ
れは文部科学省の条例に基づき、2004
年度から全国的に始まった取り組みで、
三鷹市では全市15の小学校は、2010年
までにはすべて地域運営学校に移行す
る予定である。
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ていくと思うが、石田さんの話を聞いていて、

新たな可能性が見えてきた思いがする。

同じように学校との関わりで言えば、警

備を担当する「みたかスクールエンジェルス」

の活動*8のために、三鷹市役所は2,500万円

をNPOに支払っている。全く同じことを千

葉県のある市は警備保障会社に1億2,000万

払って委託している。三鷹のNPOも警備保

障会社も日中は同じように警備員を配置し

て警備に当たっているが、大きな違いとし

て私たちはPTA、子供会、老人会、町内会、

商店街等、地域の全部を巻き込んで連絡会

議を作っているので、夜間も休日も必ず誰

かが学校を見守っていることになる。つま

り24時間365日の地域の見守りが自然に成

り立っているわけだ。

稲城の取り組みを聞きながら、住民自らが

活動しリーズナブルな金額を支払ってもらえる

ような仕掛けが、今後さまざまな地域に広がっ

ていくのではないかと期待を込めて思った。

石田 ●確かにお金は大事なのだが、始めか

らお金を目的にするのではなく、結果的に

お金が効果をもたらした、というコーディネー

トをしていかないと、逆に難しくなると感じ

ている。例えば稲城市の介護支援ボランティ

アも、介護費用削減を目標にしてしまうと全

く異なった形になってしまう。賛否両論ある

ものは、誰かが意思を持ってコーディネート

をしかけないと絶対うまくいかないと思う。

また、すべてを行政の金で解決しようと

すると、非常に高くつくことになるのだから、

地域で普段できることをわざわざ制度化す

る必要はない、と気が付く人達が多い地域

は例えば町づくり協議会があって、足腰の

強い地域になる。残念ながら稲城はベッド

タウンなので、若い人は日中出ていくという

状況下で地域力をつけていかなければなら

ない。そういう行政課題もあったので、この

地域の高齢者が活躍できるように後押しを

したつもりだ。活動は2年目に入ったが、

「稲城市介護支援ボランティア制度クイズ検

定」*9を作成したり、「東京ヴェルディ」との

協賛事業*10を行うなど制度も浸透してきた。

現実に高齢者への効果も明らかに出てい

る。介護支援ボランティアの半数の人が生

活にハリが出たと答えており、国民標準値

と比較すると元気である。先ほどのお話に

もあったが、客観的なデータを数字で出して

行くことは、これからますます必要になって

くると思う。

高齢者側から問題提起も必要

小川 ●高齢社会における新しい働き方の

具体的な芽生えが、実にさまざま形で起こ

りつつあることがわかった。

日本の人口構成は変化し続けており、1930

年代はピラミッド型だったものが、少子化

が進んで裾は狭まる一方で長生きが可能

になったため、2050年には茸のエリンギ型

になってしまうと予測されている*11。

先ほども指摘があったが、社会の5人に1

人が高齢者になり、その8割以上が元気で

あるという時代に、高齢者を一律にサービ

スの受け手と決めつけたり、定年後は消費

生活を送るだけというような人生しか提供

できない社会設計は、どう考えてもおかしい。

高齢者の持っている力を、生涯現役で使え

るような社会を作り上げなければならない。

何よりも大事なことは、日本の社会の変化

に対応した新たな働き方を、高齢者の側か

ら提起していくことだ。個人の問題ではなく、

これからの日本人の働き方、あるいは世界

の人々に対しての高齢社会における新しい

働き方という視点から提案していく使命

が、トップランナーの日本にはあると思う。

特に女性は、100歳以上生きる可能性が

限りなく高くなってきている。しかし、今の

日本の女性の就労形態では、社会的に正当

に評価されるような貢献の機会はほとんど

ない。そんな状態で、本当にこの社会の仕

組みが維持できるのかどうかということも問

われてくる。

この高齢社会における新しい働き方につ

いては、まだまださまざまな課題が山積して

いるが、今日あげていただいたさまざまな取

り組みを入り口にしながら、さらに普遍化し

ていく必要があると改めて感じた。

〈2008.10.24〉（写真・湊雅博）
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【＊8】みたかスクールエンジェルス
教職員と協力して学校内での児童の安
全を守るとともに、安全安心・市民協
働パトロールと連携して登下校時の児
童の安全を守る「学校安全推進員」のこ
と。市から「シニアSOHO三鷹」への
委託事業として実施している。

【＊9】稲城市介護支援ボランティア制
度クイズ検定
制度を楽しみながら理解してもらおう
と、ホームページ上で実施。1級～3級
までの計25問。
http://www.city.inagi.tokyo.jp/kurashi/fuk
ushi/kaigohoken/kaigosien/kentei/index.
html

【＊10】東京ヴェルディとの協賛事業
稲城市をホームタウンとする東京ヴェ
ルディは、介護支援ボランティア制度
に賛同し、評価ポイント1,000ポイント
取得者に、歩数計やタオルをプレゼン
トするなどの活動を行っている。

【＊11】日本の人口構成

1930年

2050年

出典：国立社会保障・人口問題研究所




